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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＰＴＣ素子を挟んでその両面に各々電極板、非圧縮性絶縁層および圧縮性熱伝導層が順
次設けられた積層構造のＰＴＣヒータと、
　該ＰＴＣヒータの両面に各々密着させて設けられ、各々内部に熱媒体の流通路が形成さ
れた熱媒体流通ボックスと、を備え、
　前記圧縮性熱伝導層は、圧縮機能が確保可能な厚さを有する圧縮性のシート材により構
成され、
　前記積層構造のＰＴＣヒータと、その両面に設けられる前記熱媒体流通ボックスとは、
互いに積層されて締め付け固定されることにより一体化され、
　前記ＰＴＣヒータの両面からの放熱により前記熱媒体流通ボックス内を流通する熱媒体
が加熱されるとともに、
　前記熱媒体流通ボックスのいずれか一方の前記ＰＴＣヒータと当接される面とは反対側
の面に、基板収容ボックスが設けられ、該基板収容ボックス内に、前記ＰＴＣヒータ制御
用の制御基板が収納設置されていることを特徴とする熱媒体加熱装置。
【請求項２】
　前記ＰＴＣヒータの両面に設けられた前記熱媒体流通ボックスの熱媒体流通路が、互い
に連通されていることを特徴とする請求項１に記載の熱媒体加熱装置。
【請求項３】
　前記制御基板に設けられる発熱部品は、前記熱媒体流通ボックスの熱媒体流通路の入口
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側近傍に配設されていることを特徴とする請求項１または２に記載の熱媒体加熱装置。
【請求項４】
　前記発熱部品は、前記熱媒体流通ボックス内を流通される熱媒体により冷却される部位
に接触されて配設されていることを特徴とする請求項３に記載の熱媒体加熱装置。
【請求項５】
　前記圧縮性熱伝導層は、絶縁材により構成されていることを特徴とする請求項１ないし
４のいずれかに記載の熱媒体加熱装置。
【請求項６】
前記非圧縮性絶縁層の面積は、前記電極板の面積よりも大きくされていることを特徴とす
る請求項１ないし５のいずれかに記載の熱媒体加熱装置。
【請求項７】
　前記圧縮性熱伝導層の面積は、前記非圧縮性絶縁層の面積よりも大きくされていること
を特徴とする請求項５または６に記載の熱媒体加熱装置。
【請求項８】
　前記ＰＴＣ素子は、複数組設けられ、各々ＰＴＣ素子単位でオンオフ制御可能に構成さ
れていることを特徴とする請求項１ないし７のいずれかに記載の熱媒体加熱装置。
【請求項９】
　外気または車室内空気循環させるブロアと、該ブロアの下流側に設けられる冷却器と、
該冷却器の下流側に設けられる放熱器と、を備えた車両用空調装置において、
　前記放熱器に、前記請求項１ないし８のいずれかに記載された熱媒体加熱装置により加
熱された熱媒体が循環可能に構成されることを特徴とする車両用空調装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＰＴＣ（Ｐｏｓｉｔｉｖｅ　Ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ　Ｃｏｅｆｆｉｃｉｅ
ｎｔ）ヒータを用いて熱媒体を加熱する熱媒体加熱装置およびそれを用いた車両用空調装
置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、被加熱媒体を加熱する熱媒体加熱装置の１つとして、正特性サーミスタ素子
（ＰＴＣ素子）を発熱要素とするＰＴＣヒータを用いたものが知られている。
　ＰＴＣヒータは、正特性のサーミスタ特性を有しており、温度の上昇と共に抵抗値が上
昇し、これによって消費電流が制御されるとともに温度上昇が緩やかになり、その後、消
費電流および発熱部の温度が飽和領域に達して安定するものであり、自己温度制御特性を
備えている。
【０００３】
　上記のように、ＰＴＣヒータは、ヒータの温度が上昇すると消費電流が低くなり、その
後一定温度の飽和領域に達すると、消費電流が低い値で安定するという特性を有する。こ
の特性を利用することにより、消費電力を節減することができるとともに、発熱部温度の
異常上昇を防止することができるという利点が得られる。
　このような特長を有することから、ＰＴＣヒータは、多くの技術分野において用いられ
ており、空調の分野においても、例えば、車両用空調装置において、空気加温用の放熱器
に供給する熱媒体（ここでは、エンジンの冷却水）を加熱するための加熱装置に適用した
ものが提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－１０４０４１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記の特許文献１に記載されたものは、流体の流路を仕切る仕切り壁に
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ＰＴＣヒータが配設される凹み部を設け、この凹み部にＰＴＣヒータを配設し、仕切り壁
を介して流路内を流れる冷却水を加熱する構成とされている。
　この場合、流体流路に対する伝熱面積を大きくすることができるものの、発熱要素であ
るＰＴＣ素子を凹み部に挿入し、それを仕切り壁の壁面に密着させて組み付けることの困
難性は避けがたく、流体流路への熱伝導性や加熱装置の組み立て性等について、改善すべ
き課題を有している。
　また、上記の加熱装置を電気自動車用の空調装置に適用した場合、ＰＴＣヒータに、例
えば３００Ｖの高電圧が印加されることになる。このため、ＰＴＣヒータと流体流路との
間の電気絶縁性確保が大きな課題の１つとなるが、特許文献１には、そのような課題すら
記載されていない。
【０００６】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであって、良好な熱伝導性および組み
立て性を得て、加熱性能を向上させることができるとともに、十分な電気絶縁性を確保す
ることができる、ＰＴＣヒータを用いた熱媒体加熱装置およびそれを用いた車両用空調装
置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するために、本発明の熱媒体加熱装置およびそれを用いた車両用空調装
置は、以下の手段を採用する。
　すなわち、本発明にかかる熱媒体加熱装置は、ＰＴＣ素子を挟んでその両面に各々電極
板、非圧縮性絶縁層および圧縮性熱伝導層が順次設けられた積層構造のＰＴＣヒータと、
該ＰＴＣヒータの両面に各々密着させて設けられ、各々内部に熱媒体の流通路が形成され
た熱媒体流通ボックスと、を備え、前記圧縮性熱伝導層は、圧縮機能が確保可能な厚さを
有する圧縮性のシート材により構成され、前記積層構造のＰＴＣヒータと、その両面に設
けられる前記熱媒体流通ボックスとは、互いに積層されて締め付け固定されることにより
一体化され、前記ＰＴＣヒータの両面からの放熱により前記熱媒体流通ボックス内を流通
する熱媒体が加熱されるとともに、前記熱媒体流通ボックスのいずれか一方の前記ＰＴＣ
ヒータと当接される面とは反対側の面に、基板収容ボックスが設けられ、該基板収容ボッ
クス内に、前記ＰＴＣヒータ制御用の制御基板が収納設置されていることを特徴とする。
【０００８】
　本発明によれば、ＰＴＣヒータの両面からの放熱により熱媒体流通ボックス内を流通さ
れる熱媒体を加熱することができるため、ＰＴＣヒータの放熱効率を高め加熱性能を向上
させることができる。また、ＰＴＣヒータの両面に熱媒体流通ボックスを密着させた積層
構造としているため、ＰＴＣヒータと熱媒体流通ボックスとを密着させて組み付けること
ができる。従って、熱伝導性および組み立て性を良好にすることができる。また、ＰＴＣ
ヒータが、ＰＴＣ素子の両面に各々電極板、非圧縮性絶縁層および圧縮性熱伝導層を順次
設けた積層構造とされているため、ＰＴＣ素子と熱媒体流通ボックス間の熱抵抗を小さく
し、熱伝導性を高めることができるとともに、その間の電気絶縁性を十分に確保すること
ができる。特に、圧縮性熱伝導層が圧縮機能を確保可能な厚さを有する圧縮性のシート材
により構成されているため、ＰＴＣヒータと熱媒体流通ボックスとを積層して締め付け固
定することにより一体化する際、その圧縮性を利用して、ＰＴＣヒータと熱媒体流通ボッ
クスとを圧着させて組み付けることができるため、両者間の密着性を向上させることがで
きる。従って、ＰＴＣヒータと熱媒体流通ボックス間の接触熱抵抗を低減し、熱伝導性を
より高めることができるとともに、組み付け寸法公差を吸収することができる。また、基
板収容ボックスを一方の熱媒体流通ボックスのＰＴＣヒータと当接される面と反対側の面
に設け、その内部にＰＴＣヒータ制御用の制御基板が収納設置されているため、例えばＦ
ＥＴ（電界効果トランジスター：Ｆｉｅｌｄ　ｅｆｆｅｃｔ　ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）等
の発熱部品が設けられる制御基板を、熱媒体流通ボックス内を流通する熱媒体により強制
冷却することができる。従って、制御基板を熱的に保護し、その耐熱信頼性を向上させる
ことができる。
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【０００９】
　さらに、本発明の熱媒体加熱装置は、上記の熱媒体加熱装置において、前記ＰＴＣヒー
タの両面に設けられた前記熱媒体流通ボックスの熱媒体流通路が、互いに連通されている
ことを特徴とする。
【００１０】
　本発明によれば、ＰＴＣヒータの両面に設けられた熱媒体流通ボックスの熱媒体流通路
が、互いに連通されているため、熱媒体の流通路とＰＴＣヒータとの接触距離を長くする
ことができる。従って、熱媒体の加熱性能を高めることができる。
【００１１】
　本発明の熱媒体加熱装置は、上記の熱媒体加熱装置において、前記制御基板に設けられ
る発熱部品は、前記熱媒体流通ボックスの熱媒体流通路の入口側近傍に配設されることを
特徴とする。
【００１２】
　本発明によれば、制御基板に設けられるＦＥＴ等の発熱部品が、熱媒体流通ボックスの
熱媒体流通路の入口側近傍に配設されているため、ＦＥＴ等の発熱部品を、ＰＴＣヒータ
により加熱される前の比較的低温の熱媒体によって、効率よく冷却することができる。
【００１３】
　さらに、本発明の熱媒体加熱装置は、上記の熱媒体加熱装置において、前記発熱部品は
、前記熱媒体流通ボックス内を流通される熱媒体により冷却される部位に接触されて配設
されることを特徴とする。
【００１４】
　本発明によれば、発熱部品が熱媒体流通ボックス内を流通される熱媒体により冷却され
る部位に接触されて配設されているため、ＦＥＴ等の発熱部品で発生された熱は、熱媒体
流通ボックスとの接触部を経て熱媒体に放熱される。従って、ＦＥＴ等の発熱部品を、熱
伝導により直接冷却することができ、発熱部品の冷却効率を高めて、それらの耐熱信頼性
を向上させることができる。
【００１５】
　さらに、本発明の熱媒体加熱装置は、上述のいずれかの熱媒体加熱装置において、前記
圧縮性熱伝導層は、絶縁材により構成されることを特徴とする。
【００１６】
　本発明によれば、圧縮性熱伝導層が絶縁材により構成されるため、非圧縮性絶縁層と併
せた二層構造の絶縁層を構成することができる。従って、高電圧が印加されるＰＴＣ素子
および電極板と熱媒体流通ボックス間の電気絶縁機能を倍加させ、その信頼性を向上させ
ることができる。
【００１７】
　さらに、本発明の熱媒体加熱装置は、上述のいずれかの熱媒体加熱装置において、前記
非圧縮性絶縁層の面積は、前記電極板の面積よりも大きくされていることを特徴とする。
【００１８】
　本発明によれば、非圧縮性絶縁層の面積が電極板の面積よりも大きくされているため、
高電圧が印加されるＰＴＣ素子および電極板と熱媒体流通ボックス間の短絡を防止し、電
気絶縁性をより高めることができる。
【００１９】
　さらに、本発明の熱媒体加熱装置は、上述のいずれかの熱媒体加熱装置において、前記
圧縮性熱伝導層の面積は、前記非圧縮性絶縁層の面積よりも大きくされていることを特徴
とする。
【００２０】
　本発明によれば、圧縮性熱伝導層の面積が非圧縮性絶縁層の面積よりも大きくされてい
るため、高電圧が印加されるＰＴＣ素子および電極板と熱媒体流通ボックスとの間の短絡
を確実に防止して電気絶縁性を高め、その信頼性をさらに向上させることができる。
【００２１】
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　さらに、本発明の熱媒体加熱装置は、上述のいずれかの熱媒体加熱装置において、前記
ＰＴＣ素子は、複数組設けられ、各々ＰＴＣ素子単位でオンオフ制御可能に構成されるこ
とを特徴とする。
【００２２】
　本発明によれば、ＰＴＣ素子が複数組設けられ、各々ＰＴＣ素子単位でオンオフ制御可
能に構成されているため、複数組のＰＴＣ素子を適宜オンオフ制御することにより、加熱
能力を調整することができる。従って、負荷に応じてＰＴＣヒータの能力制御を簡便に行
うことができる。
【００２３】
　また、本発明にかかる車両用空調装置は、外気または車室内空気循環させるブロアと、
該ブロアの下流側に設けられる冷却器と、該冷却器の下流側に設けられる放熱器と、を備
えた車両用空調装置において、前記放熱器に、上述のいずれかの熱媒体加熱装置により加
熱された熱媒体が循環可能に構成されることを特徴とする。
【００２４】
　本発明によれば、放熱器に、上述のいずれかの熱媒体加熱装置により加熱された熱媒体
が循環可能に構成されているため、この熱媒体を放熱器に供給し、空気加温用の熱源とす
ることができる。従って、冷却水が用いられるエンジンが搭載されていない電気自動車等
の空調装置に用いて好適な車両用空調装置を得ることができる。また、エンジンが搭載さ
れ、その冷却水を空気加温用の熱源とする車両用空調装置に適用することにより、起動時
に低温冷却水を素早く加熱して放熱器に循環させることができるため、空調装置起動時の
温調立ち上がり性能を改善することができる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明の熱媒体加熱装置によれば、ＰＴＣヒータの放熱効率を高めて加熱性能を向上さ
せることができる。また、ＰＴＣヒータと熱媒体流通ボックスとを密着させて組み付ける
ことができ、熱伝導性および組み立て性を良好にすることができる。また、ＰＴＣ素子と
熱媒体流通ボックス間の熱抵抗を小さくし、熱伝導性を高めることができるとともに、そ
の間の電気絶縁性を十分に確保することができる。特に、圧縮性熱伝導層の圧縮性を利用
し、ＰＴＣヒータと熱媒体流通ボックスとを圧着させて組み付けることにより、両者間の
密着性を高めることができるため、熱伝導性をより向上させることができるとともに、組
み付け寸法公差を吸収することができる。
【００２６】
　また、本発明の車両用空調装置によれば、熱媒体加熱装置により加熱された熱媒体を空
気加温用の熱源とすることができるため、冷却水が用いられるエンジンが搭載されない電
気自動車等の車両の空調装置に用いて好適な車両用空調装置を提供することができる。ま
た、エンジンが搭載され、その冷却水を空気加温用の熱源とする車両用空調装置に適用す
ることにより、起動時に低温冷却水を素早く加熱できるため、空調装置起動時の温調立ち
上がり性能を改善することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下に、本発明にかかる実施形態について、図面を参照して説明する。
　以下、本発明の一実施形態について、図１ないし図６を用いて説明する。
　図１には、本実施形態にかかる車両用空調装置１の概略構成図が示されている。車両用
空調装置１は、外気または車室内空気を取り込んで温調し、それを車室内へと導く空気流
路２を形成するためのケーシング３を備えている。
　ケーシング３の内部には、空気流路２の上流側から下流側にかけて順次、外気または車
室内空気を吸い込んで昇圧し、それを下流側へと圧送するブロア４と、ブロア４により圧
送される空気を冷却する冷却器５と、冷却器５を通過して冷却された空気を加熱する放熱
器６と、放熱器６を通過する空気量と放熱器６をバイパスして流れる空気量との割合を調
整し、その下流側でミックスされる空気の温度を調節するエアミックスダンパ７と、が設
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置される。
【００２８】
　ケーシング３の下流側は、図示省略の吹き出しモード切替ダンパおよびダクトを介して
温調された空気を車室内に吹き出す、図示省略の複数の吹き出し口へと接続される。
　冷却器５は、図示省略の圧縮機、凝縮器、膨張弁と共に冷媒回路を構成し、膨張弁で断
熱膨張された冷媒を蒸発させることにより、そこを通過する空気を冷却するものである。
　放熱器６は、タンク８、ポンプ９および熱媒体加熱装置１０と共に熱媒体循環回路１１
を構成し、熱媒体加熱装置１０により加熱された熱媒体がポンプ９を介して循環されるこ
とにより、そこを通過する空気を加温するものである。
【００２９】
　図２には、上記熱媒体加熱装置１０の分解斜視図が示され、図５には、その縦断面図が
示されている。この熱媒体加熱装置１０は、蓋２１が設けられる長方形状の基板収容ボッ
クス２０と、基板収容ボックス２０と同じ長方形状を有する上部熱媒体流通ボックス３０
と、上部熱媒体流通ボックス３０よりも小さい長方形状を有するＰＴＣヒータ４０と、蓋
５１が設けられる、上部熱媒体流通ボックス３０と同じ長方形状を有する下部熱媒体流通
ボックス５０と、を備え、これらが上記順に積層され、図示省略のボルトを介して締め付
け固定されることにより、一体化されるものである。
【００３０】
　図５に示されるように、基板収容ボックス２０は、アルミニウム合金等の熱伝導性材料
により構成される、上面が蓋２１により密閉される長方形状の箱体であり、内部にＰＴＣ
ヒータ４０を制御する制御基板２２が収納設置される。制御基板２２は、ＦＥＴ（電界効
果トランジスター：Ｆｉｅｌｄ　ｅｆｆｅｃｔ　ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）２３等の発熱部
品や制御回路が組み込まれるものであり、ＰＴＣヒータ４０を駆動するための３００Ｖの
高電圧と、制御用の１２Ｖの低電圧が供給される。この制御基板２２は、基板収容ボック
ス２０の底面から突出されている支持部２４に、四隅をビス止めして固定設置される。ま
た、ＦＥＴ２３等の発熱部品は、制御基板２２の下面に配設され、基板収容ボックス２０
の底面に設けられている冷却部２５の上面に対し、図示省略の絶縁層を介して接触される
。このＦＥＴ２３等の発熱部品および冷却部２５は、発熱部品に対する冷却効果を高める
ために、上部熱媒体流通ボックス３０に設けられる後述の熱媒体流通路の入口側近傍に配
設される。
【００３１】
　図３および図４に、上部熱媒体流通ボックス３０の熱媒体流路が示されている。
　上部熱媒体流通ボックス３０は、アルミニウム合金等の熱伝導性材料により構成される
長方形状の箱体であり、その上面側には、両端部に形成される一対の入口ヘッダ３１およ
び出口ヘッダ３２と、この入口ヘッダ３１および出口ヘッダ３２間に形成される多数のセ
パレートされた平行な溝状の流通路３３と、が設けられる。この入口ヘッダ３１および出
口ヘッダ３２並びに流通路３３の上面は、上記した基板収容ボックス２０の底面により密
閉される（図５参照）。これにより、上部熱媒体流通ボックス３０内には、入口ヘッダ３
１内に流入された熱媒体が多数の流通路３３に分配され、流通路３３内を同時平行的に流
れて出口ヘッダ３２に至る熱媒体の流通経路が形成される。また、基板収容ボックス２０
の底面に設けられている冷却部２５が、上記の流通路３３内を流通される熱媒体によって
冷却される制御基板の冷却構造が提供される。
【００３２】
　また、上記した入口ヘッダ３１には、熱媒体の流入口３４が設けられ、出口ヘッダ３２
には、下部熱媒体流通ボックス５０への連通口３５と、出口ヘッダ３２から分離され、下
部熱媒体流通ボックス５０から流入される熱媒体を外部に流出させる流出口３６と、が設
けられる。
　また、上部熱媒体流通ボックス３０の下面側には、ＰＴＣヒータ４０を収容設置するた
めの凹面３７（図５，６参照）が設けられる。この凹面３７は、熱媒体が流通する流通路
３３の裏面と対向され、ＰＴＣヒータ４０が密着されるよう平坦面とされている。
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【００３３】
　図５および図６に、ＰＴＣヒータ４０の構成が示されている。
　ＰＴＣヒータ４０は、長方形状に構成された平板状のＰＴＣ素子４１を発熱要素とし、
このＰＴＣ素子４１を挟んでその両面に各々電極板４２、非圧縮性絶縁層４３および圧縮
性熱伝導層４４が順次積層されて設けられた積層構造を有するものである。
　ＰＴＣ素子４１は、複数組、例えば４組のＰＴＣ素子４１が並置されて設けられたもの
であり、制御基板２２に組み込まれている制御回路により、各々ＰＴＣ素子４１単位でオ
ンオフ制御される構成とされている。
【００３４】
　電極板４２は、ＰＴＣ素子４１に電力を供給するためのもので、ＰＴＣ素子４１と同じ
長方形状の薄板であり、導電性および熱伝導性を有している。
　非圧縮性絶縁層４３は、長方形状の薄板であり、アルミナ等の絶縁材により構成され、
熱伝導性を有するものである。この非圧縮性絶縁層４３は、電極板４２よりも大きな面積
を有し、電極板４２の外面側に積層された状態において、その四辺が電極板４２の四辺よ
りも少し外側に延出されるようになっている（図５参照）。
【００３５】
　また、非圧縮性絶縁層４３は、その厚さが１．０ｍｍ～２．０ｍｍに構成される。これ
は、ＰＴＣ素子４１および電極板４２とその外側に設けられる上部熱媒体流通ボックス３
０および下部熱媒体流通ボックス５０との間において、その間の熱抵抗を極力小さくする
とともに、電気絶縁性を十分に確保するためであり、万一非圧縮性絶縁層４３が割れたり
した場合でも、空気層により絶縁性が保たれるよう、少なくとも１．０ｍｍ以上の厚さと
されている。
【００３６】
　圧縮性熱伝導層４４は、圧縮性を有する長方形状のシート材であり、シリコンシート等
の絶縁シートで構成され、熱伝導性を有するものである。この圧縮性熱伝導層４４は、非
圧縮性絶縁層４３よりも大きな面積を有し、非圧縮性絶縁層４３の外面側に積層された状
態において、その四辺が電極板４２の四辺よりも大分外側に延出されるようになっている
（図５参照）。
　また、圧縮性熱伝導層４４は、シリコンシートにより構成される場合、その厚さが０．
４ｍｍ～２．０ｍｍとされる。これは、厚さを２．０ｍｍ以下に制限し、発熱要素である
ＰＴＣ素子４１と上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボックス５０間の熱
抵抗を極力小さくするためである。また、厚さを少なくとも０．４ｍｍ以上とすることに
より圧縮機能を確保し、上部熱媒体流通ボックス３０と下部熱媒体流通ボックス５０との
間にＰＴＣヒータ４０を組み付ける際に、圧縮性を利用してＰＴＣヒータ４０に上部熱媒
体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボックス５０を確実に密着させるとともに、組
み付け寸法公差を吸収するためである。
【００３７】
　図３および図４に、下部熱媒体流通ボックス５０の熱媒体流路が示されている。
　下部熱媒体流通ボックス５０は、アルミニウム合金等の熱伝導性材料により構成される
長方形状の箱体であり、その下面側には、一端部に形成される一対の入口ヘッダ５２およ
び出口ヘッダ５３と、この入口ヘッダ５２から他端側に延び、他端部でＵターンして出口
ヘッダ５３に戻る、多数のセパレートされた平行な溝状の流通路５４と、が設けられる。
この入口ヘッダ５２および出口ヘッダ５３並びに流通路５４の下面は、蓋５１によって密
閉される。これによって、下部熱媒体流通ボックス５０内に、入口ヘッダ５２内に流入さ
れた熱媒体が、入口ヘッダ５２により多数の流通路５４に分配され、各流通路５４内を同
時平行的に流通して他端部でＵターンし、出口ヘッダ５３に至る熱媒体の流通経路が形成
される。なお、流通路５４は、Ｕターン流路であり、上部熱媒体流通ボックス３０の流通
路３３よりも長く圧損の増加が予測されることから、流通路５４を構成する溝幅を流通路
３３の溝幅よりも大きくしている（図５，６参照）。
【００３８】
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　この下部熱媒体流通ボックス５０の入口ヘッダ５２は、上部熱媒体流通ボックス３０の
出口ヘッダ３２に設けられている連通口３５と連通され、上部熱媒体流通ボックス３０を
経た熱媒体が流入されるようになっている。また、下部熱媒体流通ボックス５０の出口ヘ
ッダ５３は、上部熱媒体流通ボックス３０の出口ヘッダ３２に、それと分離されて設けら
れている流出口３６に連通され、下部熱媒体流通ボックス５０を経た熱媒体を外部に流出
させる経路を構成している。
　下部熱媒体流通ボックス５０の上面は、平坦面５５（図，６参照）とされ、上部熱媒体
流通ボックス３０の平坦な凹面３７との間で、ＰＴＣヒータ４０をサンドイッチ状に挟み
込むことにより、これらの面３７，５５が、ＰＴＣヒータ４０の圧縮性熱伝導層４４に圧
着されるようになっている。
【００３９】
　図３には、ＰＴＣヒータ４０を挟んで、上部熱媒体流通ボックス３０と下部熱媒体流通
ボックス５０とが積層された状態での熱媒体流通経路の斜視図が示されている。
　こうして、ＰＴＣヒータ４０は、その両面に各々密着されて設けられる上部熱媒体流通
ボックス３０および下部熱媒体流通ボックス５０内を流通される熱媒体に対して、両面か
ら放熱して熱媒体を加熱できるよう構成される。
【００４０】
　また、図４には、上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボックス５０によ
り構成される熱媒体の流通経路が示されている。
　上部熱媒体流通ボックス３０の流入口３４には、熱媒体循環回路１１が接続される。ポ
ンプ９から圧送されてくる低温の熱媒体は、流入口３４から入口ヘッダ３１に流入し、各
流通路３３に分配される。各流通路３３を出口ヘッダ３２に向って流通された熱媒体は、
出口ヘッダ３２でいったん合流された後、連通口３５を経て下部熱媒体流通ボックス５０
の入口ヘッダ５２に流入される。この熱媒体は、入口ヘッダ５２により各流通路５４に分
配され、各流通路５４内を流通して他端部でＵターンされた後、出口ヘッダ５３に至り、
再び合流される。この熱媒体は、出口ヘッダ５３に連通されている流出口３６から熱媒体
循環回路１１へと流出される。以上により熱媒体の流通経路が構成される。
【００４１】
　つぎに、本実施形態にかかる車両用空調装置１および熱媒体加熱装置１０の作用につい
て説明する。
　上記車両用空調装置１において、ブロア４に吸い込まれた外気または車室内空気は、冷
却器５へと圧送され、冷却器５でその内部を流通する冷媒と熱交換されて冷却される。こ
の冷却空気は、エアミックスダンパ７により分流され、一部は放熱器６へと流入し、他の
一部は放熱器６をバイパスして流れる。放熱器６で加温された空気は、その下流側で放熱
器６をバイパスした空気とエアミックスされ、所定温度に調節された後、車室内へと吹き
出される。これによって、車室内が温調される。
【００４２】
　放熱器６による空気加温は、熱媒体循環回路１１内を循環される高温の熱媒体からの放
熱により行われる。熱媒体循環回路１１内の熱媒体は、タンク８からポンプ９を介して熱
媒体加熱装置１０に供給され、ここで８０℃程度に加熱されて放熱器６に供給される。こ
の高温の熱媒体は、放熱器６内を循環する間に冷却器５により冷却除湿された空気と熱交
換され、該空気に放熱して温度降下し、再びタンク８に戻る。この繰り返しにより、放熱
器６による空気加温作用が継続される。
【００４３】
　熱媒体加熱装置１０では、上部熱媒体流通ボックス３０の流入口３４から温度の低い熱
媒体が入口ヘッダ３１へと流入される。この熱媒体は、入口ヘッダ３１により分配されて
流通路３３内を流通される間に、ＰＴＣヒータ４０により加熱昇温され、出口ヘッダ３２
に至る。出口ヘッダ３２で合流された熱媒体は、連通口３５を経て下部熱媒体流通ボック
ス５０の入口ヘッダ５２に流入され、入口ヘッダ５２により分配されて流通路５４内を流
通される間に、再びＰＴＣヒータ４０により加熱昇温され、出口ヘッダ５３に至る。こう
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して、熱媒体は、上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボックス５０内を流
通される間に、８０℃程度の高温熱媒体に加熱昇温され、出口ヘッダ５３から流出口３６
を経て熱媒体循環回路１１へと流出される。
【００４４】
　ＰＴＣヒータ４０の発熱要素であるＰＴＣ素子４１には、制御基板２２から電極板４２
を介して高電圧が印加され、これによって、ＰＴＣ素子４１は発熱しその両面から放熱す
る。この熱は、ＰＴＣ素子４１に密着されている電極板４２、非圧縮性絶縁層４３および
圧縮性熱伝導層４４を介して、上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボック
ス５０に熱伝導され、熱媒体の加熱昇温に供される。
　ＰＴＣ素子４１は、４組設けられており、熱媒体加熱装置１０に流入されてくる熱媒体
の温度に応じて、制御基板２２により各々ＰＴＣ素子４１単位で個別にオンオフされ、加
熱能力が制御される。これにより、熱媒体を所定の温度に加熱昇温して流出させることが
できる。
【００４５】
　ＰＴＣ素子４１に印加される高電圧は、その両面側に設けられている非圧縮性絶縁層４
３により上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボックス５０に対して電気的
に絶縁される。本実施形態では、さらに圧縮性熱伝導層４４が、シリコンシート等の絶縁
シートで構成されているため、これも絶縁層として機能することとなる。従って、二重の
絶縁層が構成されることとなり、電気絶縁機能が倍加される。また、非圧縮性絶縁層４３
は、電極板４２よりも面積が大きく、この非圧縮性絶縁層４３よりも、さらに圧縮性熱伝
導層４４の方が面積が大きくされ、それぞれの四辺が電極板４２および非圧縮性絶縁層４
３の四辺よりも外側へ延出されている。このため、ＰＴＣ素子４１および電極板４２と上
部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボックス５０との間の短絡も確実に防止
される。
【００４６】
　また、ＰＴＣヒータ４０を制御する制御基板２２には、ＦＥＴ２３等の発熱部品が設け
られているが、このＦＥＴ２３等の発熱部品は、制御基板２２の下面に設けられ、基板収
容ボックス２０の底面に設けられている冷却部２５の上面に接触されている。この冷却部
２５は、上部熱媒体流通ボックス３０の熱媒体流通路３３と接しており、その内部を流通
する熱媒体によりＦＥＴ２３等の発熱部品より低温状態とされているため、上記の発熱部
品は、熱媒体の流通により強制冷却される。また、ＦＥＴ２３等の発熱部品および冷却部
２５は、熱媒体流通路３３の入口側近傍に配設されていることから、入口付近のまだ温度
の低い熱媒体によって効率よく冷却される。
【００４７】
　しかして、本実施形態によると、以下の効果を奏する。
　ＰＴＣヒータ４０の両面から放熱し、上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流
通ボックス５０内を流通する熱媒体を加熱する構成とされているため、ＰＴＣヒータ４０
の放熱効率を高めて加熱性能を向上させることができる。また、ＰＴＣヒータ４０を上部
熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボックス５０によりサンドイッチ状に挟み
込み、ＰＴＣヒータ４０の両面に上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボッ
クス５０を密着させる積層構造としているため、ＰＴＣヒータ４０と上部熱媒体流通ボッ
クス３０および下部熱媒体流通ボックス５０とを密着させて組み付けることができ、熱伝
導性および組み立て性を良好にすることができる。
【００４８】
　また、ＰＴＣヒータ４０が、ＰＴＣ素子４１の両面に各々電極板４２、非圧縮性絶縁層
４３および圧縮性熱伝導層４４を順次設けた積層構造とされているため、ＰＴＣ素子４１
と上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体流通ボックス５０との間の熱抵抗を小さ
くし、熱伝導性を高めることができるとともに、その間の電気絶縁性を十分確保すること
ができる。特に、圧縮性熱伝導層４４の圧縮性を利用し、ＰＴＣヒータ４０と上部および
下部熱媒体流通ボックス３０，５０とを圧着させて組み付けることができるため、両者間
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の密着性をより向上させることができる。従って、熱伝導性を高めることができるととも
に、組み付け寸法公差を吸収することができる。
【００４９】
　また、非圧縮性絶縁層４３は、その厚さが１．０ｍｍ～２．０ｍｍとされているため、
ＰＴＣ素子４１および電極板４２とその外側に設けられる上部熱媒体流通ボックス３０お
よび下部熱媒体流通ボックス５０間の熱抵抗を十分小さくすることができるとともに、そ
の間の電気絶縁性を十分確保することができる。また、万一非圧縮性絶縁層４３が割れた
りした場合でも、少なくとも１．０ｍｍ以上の空気層を確保できるため、絶縁性を保持す
ることができる。
【００５０】
　また、圧縮性熱伝導層４４をシリコンシート等の絶縁シートにより構成することによっ
て、これも絶縁層として機能させることができるため、絶縁層を二重構成とし、電気絶縁
機能を倍加させることができる。また、この絶縁シート（シリコンシート）の厚さを０．
４ｍｍ～２．０ｍｍとしているため、熱抵抗を十分小さくしながら、必要な圧縮機能を確
保することができる。
【００５１】
　また、非圧縮性絶縁層４３の面積を電極板４２よりも大きくし、さらにその非圧縮性絶
縁層４３よりも圧縮性熱伝導層４４の面積を大きくしている。このため、それぞれの四辺
を電極板４２および非圧縮性絶縁層４３の四辺よりも外側へ延出させることができる。従
って、ＰＴＣ素子４１および電極板４２と上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱媒体
流通ボックス５０との間の短絡を確実に防止することができ、電気絶縁性を一層向上させ
ることができる。
【００５２】
　また、ＰＴＣヒータ４０の両面に設けられる上部熱媒体流通ボックス３０および下部熱
媒体流通ボックス５０の流通路３３，５４を連通し、熱媒体の流通経路を長くしている。
このため、ＰＴＣヒータ４０との接触距離を長くすることができ、熱媒体の加熱性能を高
めることができる。また、ＰＴＣヒータ４０は、熱媒体の温度に応じて能力制御可能とさ
れているため、熱媒体を所定温度に加熱して安定供給することができる。
　また、上部熱媒体流通ボックス３０に接する基板収容ボックス２０内に、ＦＥＴ２３等
の発熱部品を有する制御基板２２を設置し、上部熱媒体流通ボックス３０内を流通する熱
媒体により強制冷却するようにしているため、制御基板２２を熱的に保護し、その耐熱信
頼性を向上させることができる。特に、上記発熱部品を、基板収容ボックス２０に設けら
れている冷却部２５に接触させて熱伝導により直接冷却できるようにしているため、冷却
効果をより高めることができる。しかも、上記発熱部品および冷却部２５を上部熱媒体流
通ボックス３０の入口側近傍に配設しているため、比較的低温の熱媒体により効率よく冷
却することができる。
【００５３】
　また、本実施形態の車両用空調装置１は、熱媒体加熱装置１０を備え、この熱媒体加熱
装置１０により加熱された熱媒体を放熱器に循環させ、空気の加温熱源とするものである
ため、電気自動車等のように、冷却水を用いるエンジンを搭載していない車両の空調装置
に用いて好適なものであるが、これに限らず、エンジンを搭載し、その冷却水を放熱器で
の空気加温熱源とする車両用空調装置に対しても同様に適用できる。この場合、空調装置
起動時に低温の冷却水を素早く加熱して放熱器に循環させることができるため、温調の立
ち上がり性能を改善することができる。
【００５４】
　なお、上記実施形態では、熱媒体を上部熱媒体流通ボックス３０から下部熱媒体流通ボ
ックス５０へと流通させる例について説明したが、逆に下部熱媒体流通ボックス５０から
上部熱媒体流通ボックス３０へと流通させるようにしてもよく、この場合、制御基板２２
の冷却機能を維持するため、基板収容ボックス２０は下部熱媒体流通ボックス５０側に配
設することができる。
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【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】本発明の一実施形態に係る車両用空調装置の概略構成図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る熱媒体加熱装置の分解斜視図である。
【図３】図２に示された熱媒体加熱装置における熱媒体流通ボックスの熱媒体流通経路を
示す斜視図である。
【図４】図２に示された熱媒体加熱装置における熱媒体流通ボックスの熱媒体流通経路を
示す分解斜視図である。
【図５】図２に示された熱媒体加熱装置の縦断面図である。
【図６】図５におけるＡ部の拡大断面図である。
【符号の説明】
【００５６】
１　車両用空調装置
４　ブロア
５　冷却器
６　放熱器
１０　熱媒体加熱装置
２０　基板収容ボックス
２２　制御基板
２３　ＦＥＴ（発熱部品）
２５　冷却部
３０　上部熱媒体流通ボックス
３３　流通路
４０　ＰＴＣヒータ
４１　ＰＴＣ素子
４２　電極板
４３　非圧縮性絶縁層
４４　圧縮性熱伝導層（絶縁シート）
５０　下部熱媒体流通ボックス
５４　流通路
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